	電子提供措置調査委託申込書
	受託ID
	

	
	取次店
	





日本公告調査株式会社　御中

	御社ホームページ掲載の利用約款に同意しましたので、
以下のとおり、電子提供措置調査を申し込みます。
	申込日
	▶　　 0年0月0日

	申込人（連絡先）
	所属･お名前
	▶ 

	
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
(複数入力可)
	(複数入力の場合、1個目がTo、2個目以降がCcとなります)
▶ 

	電話番号
	▶ 

	
	
	
	携帯電話
	▷ 

	
	電話連絡条件
	▷ ■ 平日昼(9-18)　  総会日まで(☐休日昼　☐夜間)
	☐ 電話連絡は携帯電話を優先する

	
	休日/夜間ﾒｰﾙ
	▷ 

	追加連絡先
	所属･お名前
	▷ 

	
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	▷ 
	　☐ 常に申込人宛メールのCcに含む

	
	電話連絡条件
	▷ ☐ 平日昼(9-18)　  総会日まで(☐休日昼　☐夜間)
	電話番号
	▷ 

	
	◎ 中断発生時は、申込人 → 追加連絡先 の順で呼び出します。
◎ 休日、夜間に電話連絡がつかなかった場合（もしくは株主総会日以降の場合）にはメールを送信し、電話連絡は翌営業日となります。

	調査対象法人
	会社法人等番号
	▶ 
	※国税庁発行の13桁の法人番号ではなく、
登記簿記載の12桁の会社法人等番号です。
	登記簿に記載のとおり記入してください。

調査期間中に変更の予定がある場合はお申し出ください。

	
	ふりがな
	▶ 
	

	
	商号
	▶ 
	

	
	本店
	▶ 
	

	
	代表者
	▶ （株主総会招集時の代表取締役）　
	

	申し込み内容
	調査方法
	調査するファイル数はPDFファイル毎にカウントしますので、「招集ご通知」「総会資料」で「２」となります。
 ■ 調査するファイル数　　　　　　× 55,000円
 ☐ 紙面の調査結果通知書　（上記のファイル数 × 11,000円 を追加）
・弊社「お知らせ広告」調査サービスに準じて調査を行いますが、以下の点に違いがあります。
調査結果通知書はPDFでのみ提供します。紙面の調査結果通知書は別料金です。調査ファイルの内容確認や会社様の登記情報の
確認はしません。株主総会前に限り休日及び夜間の電話連絡を希望できます。「訂正及び中断のお知らせ」を追加で調査することが
可能です。

	
	調査料金
	▶ （ここから選択もしくは直接入力）　　(55,000/66,000/110,000/132,000)

	
	調査期間
	▶ 　0年0月0日　00:00　　～　　0年0月0日　24:00　　　　　日間

	
	事前テスト
	▶　 0年0月0日　　　　　　時頃
	※アドレス間違いやファイル不一致が判明した際に対応できる調査開始前日の営業時間内での実施をお勧めします。

	
	ファイル名称
	▶ ①　第○回定時株主総会招集ご通知
▶ ②　

	
	根拠条項
	▶  会社法第325条の3第1項

	
	通知アドレス
	株主に通知した電子提供措置のURLで、次項目の調査対象アドレスへの入口となるページのURLです。
▶ https://

	
	調査対象
アドレス
	▶ ① https://
▶ ② 

	書面送付先
	郵便番号
	▶ 〒
	※紙面の調査結果通知書をご希望の場合のみ必須です。

	
	住所
	▷ 本店宛　

	
	宛名
	▷ 申込人宛

	
	電話番号
	▷ 申込人の電話番号と同じ

	請求書
	宛名(名義)
	▶ 調査対象法人名　　　　　　その他はこちらに記入 ▷ 

	
	送付方法
	▶ PDFファイル（メール送信）

	
	支払い条件
	▶ 調査結果通知書送付日の翌月末日までに指定口座へ振り込み
	※お支払い条件の変更はご相談下さい。

	▶印は入力必須項目、▷印は省略可能。　　難しいお名前にはふりがなをお願いします。　
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